
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

※再任用・任期付（フルタイム勤務）を含み,会計年度
（フルタイム勤務）を除く

54.78 435,121市民１人あたりの負担額  A/人口　（円）

0

0

0

2,383

20,893

427

2,383

6,920

②会計年度任用職員の報酬等 13,546

558

償還金利子

令和2年度

支
出

23,834

①常時勤務職員等の給与等

③退職金相当額

0

人件費合計（①＋②＋③）

財
源
内
訳

R2年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．事務事業に関わる職員数（任用形態別）
分担金・負担金 令和2年度
使用料・手数料

一般財源 558　千円

会計年度任用職員(配置数) 6.00人

コ
ス
ト

　年　度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

千円 県支出金 合計 0.79人工
その他 （　　　　　　　　　　　）

21,451

事業費（支出済額）

需用費 199　千円 公民館事務用消耗品

558 役務費 24　千円 ピアノ調律

□

常時勤務職員※ 0.79人工
558 国庫支出金 短時間勤務職員（再任用・任期） 0.00人工

歳
　
　
　
出

R2年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

報償費

□

根拠法令等 法律等 社会教育法，地方教育行政の組織及び運営に関する法律，藤沢市公民館条例

事業実施内容

市民の自主的な学習・文化活動の機会を提供し，生涯学習活動の支援を行うことにより，生涯学習活動の推進及び市
民自治の向上と市民文化の創造を図るため，次の事業を実施した。
１　講座等事業の実施
２　館の管理運営

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

千円 使用料及び賃借料 161　千円 印刷機賃貸借料

174　千円 各種講座・講習会等の講師謝礼

社会教育事業の企画実施等，公民館運営を行う。
※本事業は令和２年度から公民館管理費と公民館運営業務費を統合したもの

01 課等の長 木村　徹 電話 6287

事業開始年度 令和 2 年度 終了（予定）年度

06 目 02 細目 002 説明

新部課名

予算科目コード 会計 01 款 11 項

藤沢市　令和３年度事務事業評価シート簡易版（令和２年度分） No. 1

事務事業名 公民館事業費 担
当
課

部課名 生涯学習部善行公民館

対象 １．個人 市民　 435,121 人

未定 年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

1



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

　

５．事務事業を進めていく上での課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 生涯学習部 氏名 神原　勇人 確認日 2021/8/10

13 公民館使用申請に関すること 無 無 1

17
公民館事業等に係る公金等の取扱いに関する
こと

無 無 3 3

16 公民館事業の企画及び実施に関すること 無 無 1 3

評
価

コロナ禍において，事業の実施が制限された中，実施できた事業については地域住民の主体的な学びの場を提供することによ
り，課題をいくつか残しながらも一定の成果を上げ，地域活動の活性化に貢献することができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
令和４年度には第２期工事が完了し，体育室が整備されることもあり，完成された公民館の一層の有効活用を図りながら，引き続
き，地域課題の解決に向けた事業や地域住民のニーズを反映した事業及び地域の特性を生かした事業を展開し，多世代にわ
たってより多くの市民に利用していただける地域交流の場となるよう，公民館機能の充実に努める。

業務記
述書№

具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和2年度末時

点の課題

地域を担う人材を発掘・育成するため，若年層，特に中高生の公民館事業への参加促進を図る必要がある。ま
た，地域住民のニーズに沿った事業をより効果的・効率的に実施するため，地域で活動する多様な主体との連
携を強化し，地域資源の活用をさらに推進する必要がある。

(2)
課題解決のため
の今後の取組

地域特性を勘案して既存事業の見直し及び新規事業の展開，各事業の周知方法の拡充を図るとともに，地区
内の学校や企業等との連携・協働により地域の活性化に向けた取組を進める。

15 公民館使用取消申請に関すること 無 無 1

14 公民館使用料に関すること 無 無 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉリスク影響度Ⅱ

※1 事業費（支出済額）・・・令和元年度以前の事業費は，支出済額から非常勤報酬額（「②会計年度任用職員の報酬等」欄の数値）を除いた額
※2 常時勤務職員等の給与等・・・任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出
※3 会計年度任用職員の報酬等・・・令和元年度以前の数値は，非常勤職員報酬額を示すもの
※4 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

人

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

人

実
績

9,738
単位

9,548
単位

成
果
実
績

指
標
名

公民館事業参加者数

目
標

- - - 2,496.23
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